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５．終わりに

１．はじめに

日本弁理士会は現地の知財情報の収集や日系企業の

知財面からの支援等のため，日本貿易振興機構

（JETRO）が行う海外への研修生派遣制度を活用し，

タイとインドに弁理士を派遣している。私は本制度を

用いて，3ヵ月の国内研修を経て JETRO ニューデ

リー事務所（インド）に 2017 年 7 月から 2019 年 3 月

まで勤務していた。

本派遣に応募する以前，私は 2010 年に 1 度インド

を訪れたことがある。その当時私は大学生であり，南

インドに井戸掘りのボランティアのため訪れていた。

私はその際，ろくに道具も使わず土まみれになりなが

ら井戸を掘り起こした経験から，インドという国は電

気も，水道も，ガスの供給もままならない全く未発展

の国であるという印象を持っていた。

インド帰国後，現在までにインド急成長の話を度々

耳にするようになり，私はあの時訪れたインドがどれ

ほど急成長しているのか興味があった。

そこで，成長するインドを自分の目で確かめ，日本

弁理士の立場で知財のフィールドから日印の発展に貢

献したいと思い，本派遣へ応募した次第である。

そんな経緯で再び訪れ，実際に居住したインドは私
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日本貿易振興機構（JETRO）ニューデリー事務所は日系企業のインド進出を様々な分野において支援して

いる。私は2019年 3月まで JETROニューデリー知的財産部の一員として企業が現地事業展開の際に十分

に考慮すべき知的財産制度に関する情報収集及び情報提供に従事してきた。

インド経済の成長は目覚ましい。2018年度国内総生産（GDP）成長率は7.4％であり，4年連続で7％

前後の成長を遂げている。急激な経済成長に伴い，インドの知的財産をめぐる状況に関しても急速な変化を遂

げており，2016 年度に策定された国家知的財産権政策を軸にインド政府が様々な制度改革を行っている。

インドにおける知的財産に対する意識も確実に高まってきている。

本稿ではインド知的財産制度の最前線を紹介すべく，最近の制度改正動向，最新の知財統計（特許・意匠・

商標・著作権の出願，審査，登録状況）を紹介する。併せて，中小企業が活用したいインド進出における知財

支援制度についても紹介する。
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の想像をはるかに超える速度で成長していた。

実際に首都ニューデリーに住み始めて私が特に感じ

ることは IT を活用したサービスの急発展である。例

えば買い物であれば，「Bigbasket」，「Flipkart」や

「Snapdeal」を用いて全てオンラインで購買できる。

移動には「OLA」や「Uber」で位置情報を元にタク

シーを呼び，目的地まで自動で金額が算出され金額交

渉せずに到着できる。疾病した場合，病院に行かずに

「DocsApp」の AI アルゴリズムで病気の問診を行え

る。そして，これらの支払いは全て「Paytm」の電子

決済で支払うことができる。

インドでは初めて手に入れる電子機器がスマート

フォンであるという人も多いため，このような段階的

な技術発展を飛ばし，最先端の技術が一気に導入され

るリープフロッグ現象と呼ばれる状況が起こっていた。

知的財産権を取り巻く状況についても近年のインド

政府の積極的な改革によりリープフロッグ現象のよう

な一つ突き抜けた進展が起きている。

そこで，本稿ではインド知財の最前線を紹介すべ

く，最近の制度改正動向，知財統計（特許，意匠，商

標，著作権の出願，審査，登録状況）を紹介する。

２．インド知財の最近の制度改正動向

まず，改革の根本となる 2016年度国家知的財産権

政策について簡単に説明する。国家知的財産権政策は

知的財産権が市場性の高い金融資産および経済的ツー

ルとして重要であるという認識を高めることを目的と

し，①知的財産権に対する意識向上，②知的財産権の

創出，③法的枠組の策定，④知財行政及び管理強化，

⑤知的財産権の商業化，⑥権利行使及び司法判断の強

化，⑦人材育成の 7つの目標を掲げている。この政策

に基づいてインド政府は様々な制度改革を行っている。

本章では，2016年度知的財産政策から現在にかけて

実施された主な制度改正等を本稿にて時系列順に紹介

する。

（１） 新特許番号システム導入（2016 年 1月）

2016年 1月，インド特許意匠商標総局（CGPDTM）

はインド国内の全特許局が共通して特許出願審査にア

クセスし，処理することを可能にする新たな特許出願

番号付与システムを導入し，審査官の所在に関係なく

合理化した審査手続を行うこととした(1)。

CGPDTMは特許出願審査を担当する局が国内に 4

箇所（コルカタ，デリー，ムンバイ，チェンナイ）あ

る。従前，インドの特許出願審査の特色として局毎に

出願の受理・審査を担当していた。そのため，審査進

捗状況は各局の各技術分野における審査官数等によっ

て異なり，出願人は審査が一番進展している局を見極

めて出願を行う必要があった。

この新特許出願番号システムの導入により，どの特

許局に特許出願を行ったとしても一括して管理され，

一様に処理されることとなり，出願人が局選びで迷う

ことがなくなった。

（２） 2016 年特許規則改正（2016 年 5月）

出願審査の促進を目的とし，2016年 5月付で特許規

則が改正された(2)。主な改正点を以下に示す。

①アクセプタンス期間の短縮

最初の審査報告書（FER）を出願人に送付した日か

ら所定の期間内に特許付与可能な状態にしなければ，

特許出願を放棄したものとみなす期間（アクセプタン

ス期間）が 12ヵ月から 6ヵ月に短縮された。この 6ヵ

月の期間は申請により最大 3ヵ月の延長が可能である。

②早期審査制度の導入

特許審査に関する早期審査制度が導入された。この

早期審査を利用できる対象は（i）スタートアップ企業

の場合，（ii）PCT 出願において国際調査機関（ISA）

もしくは国際予備審査期間（IPEA）にインドを指定す

る場合のみである。

③審査請求費用返還制度の導入

審査請求料に関して，出願取下に伴う払い戻しが可

能となった。審査請求料払い戻しを行うと審査請求料

の最大 90％が返還される。この制度は不要となった

特許出願を無駄に処理する必要がなくなり，出願審査

待ち期間の減少にも繋がる。

なお，②早期審査制度については，本規則改正草案

時には「インドで製造を開始している発明」「特許付与

から 2年以内に発明の製造を開始する場合」という要

件が記載されていたが，改正制定時には削除された。

そのため，本規則改正の早期審査の導入は多くの日

系企業にとって利用しにくい制度となっていた。

（３） 2017 年商標規則改正（2017 年 3月）

出願審査の迅速化に向けて 2017 年 3 月付で商標規

則が改正された(3)。主な改正点を以下に示す。
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①出願費用の値上げ

出願費用が 1区分あたり 4,000 ルピーから 10,000 ル

ピー，更新手数料が 1 区分あたり 5,000 ルピーから

10,000 ルピーに値上げされた。

②様式の簡略化

商標登録出願書類の様式が従来の 74 種類から 8 種

類へと簡略化された。異なる手続きが同一の様式で処

理できるようになり，申請書類作成の時間と手間が大

幅に省かれることとなった。

③早期審査の改善

商標法には既に早期審査制度が導入されていたが，

早期審査の対象となるのは最初の審査報告書（FER）

が発行されるまであった。

今回の改正により，FER 発行後における出願人応

答の対応，ヒアリング等，最終処分の登録に至るまで

の手続を早期化できるようになった。

（４） コンピュータ関連発明ガイドラインの改訂

（2017 年 6月）

CGPDTM は 2017 年 6 月にインド特許法第 3 条

（k）に関係するコンピュータ関連発明（CRI）ガイド

ラインの再改訂を行った(4)。再改訂では，2016年 2月

に公表された改訂版 CRI ガイドラインの中で問題と

なっていた「新規ハードウェア」要件（コンピュータ・

プログラムの特許は新規なハードウェアと併せたク

レームでなければならないという要件）が削除され

た。つまり，新規なハードウェアを有しない発明で

あってもクレーム全体として第 3条（k）の発明の除

外に該当しない場合，特許は拒絶されるべきではない

と判断されるようになった。

（５） 各種手続きの電子化（2017 年 7月以降）

CGPDTMは全ての庁手続きに対して電子化する努

力を行っている。例えば 2017 年 7 月以降，特許登録

証・商標登録証はすべて電子データで出願人又は代理

人の E-mail アドレスに送信されるシステムが導入さ

れた(5)。

また，CGPDTMは 2017 年 11 月より出願人及び代

理人のために特許出願の SMS アラート機能を開始し

た(6)。出願人は様々な処理段階で出願の進捗状況を知

らせるアラートを SMS で受け取ることができる。

さらに，インド著作権局では 2018年 6月以降に受

け取った全てのオンライン出願については一切紙を使

わずに電子的に処理されるようになった(7)。

電子化が進むことにより，書類紛失・取り違え等の

今まで生じていた人為的なミスによる手続遅延が減少

すると考えられる。

新出願番号付与システムに関してもそうだが，

CGPDTMは審査処理のオンラインシステムへの移行

が完了しつつある。私が 2018年にデリー，ムンバイ

及びチェンナイの各局へ訪問した際，審査室を見学さ

せてもらう機会があったが，どの局でも審査官が PC

上で全ての審査を行っており，書類を山積みにして審

査をしている様子は見られなかった。

（６） WIPOとのデータ交換協力（2017 年 10 月）

2017 年 10 月，CGPDTM は WIPO と特許文書の

データ交換を促進するための協力協定を締結した(8)。

協定に基づき CGPDTMは 2018年 2月以降，WIPO

CASE の提供オフィスとして機能するようになった。

これにより，インドが特許出願審査を行った検索結

果・引用文献等に関して，WIPO CASEシステムを介

して他国特許庁が参照可能となった(9)。

また，2018年の 3月，CGPDTMはWIPOのデジタ

ルアクセスサービス（DAS）を導入した(10)。DAS を

利用することにより，日系企業は優先権証明書類の提

出を省略して優先権出願を行えることができるように

なった。

ただし，基礎の出願がヒンディー語・英語以外で記

載されている出願に関しては，インド特許法第 138 条

（2）に規定される優先権証明書の英訳文および翻訳者

の宣誓書は別途提出する必要がある。

（７） 著作権に関する 2 つの WIPO 条約に加入を

承認（2018 年 7月）

2018 年 7 月，インド政府は世界知的所有権機関

（WIPO）の著作権に関する 2つの条約（「著作権に関

するWIPO条約（WCT）」及び「実演及びレコードに

関するWIPO条約（WPPT）」）の加入を承認し，2018

年 9月に正式に加入した(11)。

「WIPO インターネット条約」と呼ばれる両条約の

加入により，インドはデジタル環境における著作物の

国際的保護が容易になり更なる著作権出願の増加が見

込まれる。
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（８） 日印特許審査ハイウェイ（PPH）の導入

（2018 年 10 月）

2018年 10 月の日印首脳会談において，インドにお

いて特許審査ハイウェイ（PPH）を 2019 年度第一四

半期に開始することで一致した(12)。

インドでは特許に関して出願から登録までの期間は

依然長く，平均 6〜7 年と言われている。そのため，早

期審査制度を活用することが望まれている。

しかしながら，前述した 2016年特許法規則改正で

導入された早期審査請求制度は日系企業にとって活用

しにくい制度となっていた。

今回の特許審査ハイウェイが開始されることで，今

後は PPHの利用を通じてインドで日系企業が早期審

査を簡素な手続きで活用することができるようにな

る。

インドでは早期審査を利用して出願から登録まで最

短 113 日で登録された事例が報告されており，今後の

日系企業の知的財産権の保護がスムーズになることが

期待される。

現在のところ日越，日ブとの PPHで見られるよう

な出願件数等の制限が規定されるかどうかは不明であ

る。しかしながらインド政府は他国に先駆け，日本と

初めて PPHという二国間協力の枠組を実施すること

から，慎重な対応をとることが考えらえる。

（９） 2018 年特許規則改正草案（2018 年 12 月）

CGPDTMは，2018年 12 月 4日付で 2018年インド

特許法規則改正案を公表した(13)。主な規則改正案を

以下に示す。

①早期審査請求の対象拡充

従来の（i）スタートアップ企業の場合，（ii）ISAもし

くは IPEAにインド指定の場合に加え，以下の出願人

も早期審査の対象となる。

（ⅲ） 特許規則第 2条（fa）に定義される小規模団体

（small entity）の場合

（ⅳ） 出願人に一人でも女性が含まれている場合（自

然人による出願に限る）

（ⅴ）特許法第 2条（1）（h）に定義される「政府系企

業」の場合

（ⅵ） インド特許庁と他国特許庁との合意に従って国

際出願を処理するための資格を有する場合

②特許付与前異議申立の審査主体に関する変更

特許付与前異議申立がなされた場合，長官は 2名のメ

ンバーからなる合議体を構成するよう命令し，その合

議体が出願と異議申立を合わせて処理しなければなら

ない。

本規則改正案は特に①早期審査の対象拡充におい

て，PPHの合意に基づいた案件も対象とする点が盛

り込まれている他，小規模団体（日本でいう中小企業）

の特許出願が早期審査の対象となるため，日本の中小

企業のインド進出に追い風となる改正となる予定だ。

小規模団体の定義等については，第 4 章で詳しく説

明する。

３．インドの最新出願統計

（１） 特許統計

2015年度から 2017 年度までの特許に関する出願件

数，出願審査件数及び出願登録件数を図 1 に示す(14)。

出願統計については現在，CGPDTMが毎年発行する

Annual Report に記載されている他，産業・国内貿易

振興局（DPIIT）（2019 年 1 月に産業政策振興局

（DIPP）から名称変更）が管轄する知的財産権専門機

関 で あ る CIPAM（Cell for Promotion And

Management）の HPにおいて最新の出願件数を確認

することができる。

図 1 に示すように，2017 年度の審査件数は 60,330

件であり，2016年度の 29,025 件に比べ 2倍近くの特

許審査がなされている。なお，ここでいう審査件数と

は最初の審査報告書（FER）が発行された件数であ

る。

審査が大幅に促進された要因としては，2016年に

458名の新人特許審査官を増員し，特許審査に対する

マンパワーが増えたことが最大の要因である。さら

に，2019 年上半期に 220名の新人審査官を採用予定で

ある。

DPIIT は特許出願の出願審査待ち期間を 2019 年末

までに 18ヵ月とすることを掲げている。現在におい

てもインド特許庁は膨大な出願審査待ち案件を抱えて

おり，特許出願から審査に至るまでの特許審査待ち期

間は平均 4〜5年であると言われている。しかしなが

ら，上述のような急激な増員を図ることで出願審査待

ち期間の解消を図っている。

実際に，DPIIT はインドにおける特許出願の出願審

査待ち件数が 2017 年 3 月 31 日時点で約 20万件だっ

たのに対し 2018年 10 月末時点で約 14万件に減少し
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たと発表しており，本目標達成に向けて奮闘してい

る。

私の所感としては現在のペースで審査が処理されて

いくのであれば，DPIIT が掲げる 2019 年末の目標達

成は叶わずとも，2020 年頃までには目標を達成できる

のではないかと思う。

審査待ち時間が解消されていく中で，次に気になる

のは特許審査の質である。知財関係者へのヒアリング

によると審査の質は日本に比べまだまだ良いとは言え

ない状況である。

この問題に対し，日本国特許庁は日本の特許審査官

をインドへ派遣し，CGPDTM新人審査官に対しての

新人研修や，1 年後に新人審査官に対するフォロー

アップ研修を行うことで新人審査のスキルアップに努

めている。また JETROでは日系企業と共同で特許審

査官に技術説明会を開催するなど，特許審査の質の向

上にも貢献している。

図 1：特許統計件数 IP trends より

（２） 意匠統計

2015年度から 2017 年度までの意匠に関する出願件

数，出願審査件数及び出願登録件数を図 2 に示す(15)。

現状，インドの意匠審査処理能力は出願件数より多

く審査される状態である。これにより，意匠出願にお

ける出願審査待ちが解消された。

CGPDTM は意匠の出願から FER までの期間は

2016年 3月時点で 8ヵ月であったものが，2017 年 1 月

には 1ヵ月に短縮されたと発表している。そのため，

現在では意匠登録出願から登録まで約 1 年以内で処理

される出願が多い。

図 2：意匠統計件数 IP trends より

（３） 商標統計

2015年度から 2017 年度までの商標に関する出願件

数，出願審査件数及び出願登録件数を図 3 に示す(16)。

図 3 に示すように 2016 年の商標審査件数は 532,230

件と大幅に増加し，2017 年は出願件数と同程度の審査

件数となった。

商標部門においても CGPDTMは 2016年に 100名

の商標契約審査官を採用しマンパワーの増加を行っ

た。この結果，商標登録出願の出願審査待ちが解消

し，2016年 3 月末時点で約 26万件あった商標登録出

願の出願審査待ち件数が 2018年 10 月末時点で約 3万

件に減少した。

そのため商標登録出願から FER までの期間は 2018

年 10 月現在で約 1ヵ月に短縮しており，スムーズに進

むと出願から登録まで約 7ヵ月〜12ヵ月で商標登録が

完了するようになった。

しかしながら，自己の商標登録出願に対し第三者か

ら異議申立が行われた場合，申立から異議申立の決定

がなされるまで約 5〜10 年の期間を要する。これは異

議申立の処理件数に関して多くのバックログが存在

し，異議申立を処理することができる商標登録官の数

が少ないためであり，今後はこのバックログをいかに

処理するかが問題となる。

次に，2012 年から 2016年までのインド商標出願動

向を表 1 に示す(17)。表 1 に示す通り 2012 年から 2016

年にかけて商標出願件数が急増していることが分か

る。ここで，国内の出願件数は 2012 年度に約 20万件

であるのに対し，2016年度には約 26万件に急増して
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いる。一方，外国の出願件数はバラつきがあるもの

の，ほぼ横ばいである。つまり，商標出願件数の急増

は国内商標出願に起因したものであることが分かる。

国内商標出願の急増は類似商標の問題を引き起こし

ている。インド進出日系企業へのヒアリングによる

と，近年の商標出願件数の急増により自社商標と類似

する商標が登録されているケースが多く散見されるよ

うになったという。

そのため，各企業は自社商標に類似する商標が登録

されていないか常に監視を怠らないようにするなど注

意が必要である。

図 3：商標統計件数 IP trends より

表 1：直近 5年の商標出願動向

（CGPDTM Annual report2016-2017 より）

（４） 著作権統計

2015年度から 2017 年度までの著作権に関する出願

件数，出願審査件数及び出願登録件数を図 4 に示

す(18)。著作権の出願件数も顕著に増加している。イ

ンド政府は 2016年国家知的財産戦略の一環として，

著作権の管轄を人的資源開発省（HRD）から DPIIT

に移行し，知的財産関連のすべての法律を DPIIT で

統括することとした。

この動向により著作権は行政管理上さらに安定して

登録される事となり，インドにおける著作権の出願及

び処理件数が増大したと考えられる。

図 4：著作権統計件数 IP trends より

４．中小企業が活用したい知財支援制度

2018年 10 月時点におけるインド進出日系企業数は

1441社である(19)。2017 年 10 月時点の企業数 1369社

と比較すると約 5％増加し，着実にインドに進出する

日系企業数は増加している。ただし，進出日系企業数

に占める中小企業の割合は 15％程度であり，中小企業

はまだまだインド市場に参入できていない状況であ

る。

一方，その市場規模・成長性からインド市場への参

入を考える中小企業も多く，今後 10 年において中小

企業のインド進出が増加するであろうと私は考える。

その際，知的財産の取得は自社のビジネスを保護・

展開させる上でインドでも必要不可欠なものである。

そこで，中小企業がインドへ進出する際，知的財産

の側面で活用できる支援制度を紹介する。

（１） インドにおける中小企業向け知財支援制度

インドにおける特許・意匠・商標の出願・申請手続

料に係る主な料金表を表 2 に示す。

なお，紙媒体で提出された出願に関しては標記料金

から 10％の電子化手数料が課される。
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表 2：インド各出願・申請手続料金表

①中小企業の場合の減免制度

インドでは Small Entities（小規模団体）と認めら

れることにより特許または意匠の各種出願・申請手数

料及び商標登録出願費用が半額となる。

「小規模団体」とは，以下の企業が該当する（特許規

則第 2規則（fa））。

（ⅰ） 商品の製造又は生産に携わる企業の場合は，工

場設備及び機械への投資額が以下に該当する企業

（2006年零細中小企業開発法（2006年 No.27）第 7

条（1）（a））

・250万ルピー（約 400万円）を超えない零細企業

・250万〜5000万ルピー（約 8000万円）の小企業

・5000万〜1億ルピー（約 1億 6000万円）の中企業

（ⅱ） サービスの提供に携わる企業の場合は，設備投

資が以下に該当する企業（2006年零細中小企業開発

法（2006年 No.27）第 7条（1）（b））

・100万ルピー（約 160万円）を超えない零細企業

・100万〜2000万ルピー（約 3200万円）の小企業

・2000万〜5000万ルピー（約 8000万円）の中企業

各種費用の減免が認められるためには，小規模団体

であると宣言する旨を記載した様式 28の書類を提出

する必要がある。同時に小規模団体であるという証拠

を提出する必要がある。

外国企業の場合，小規模団体であるという主張をす

るために必要な設備投資額に関する証拠を提出する必

要がある。必要な証拠について様式 28 では「Any

other document」と記載されており，特許規則におい

ても明確に定められていない。そのためケースバイ

ケースとなるが一般的に以下のような書類が提出され

ている。

例：最新の貸借対照表，損益計算書のコピー

各国政府による宣言書

なお，特許規則 9（1）（a）にインド特許庁に提出す

る全ての書類はヒンディー語または英語で提出すると

規定されているため，各書類には英訳をつける必要が

ある。

また，2018年特許規則改正案がそのまま制定した場

合，小規模団体と認められた企業の特許出願は早期審

査請求を行うことが出来るようになる。中小企業が競

合他社より早く知的財産権を登録できるようになる点

はインドでビジネスをする上で強力な武器となる。

②スタートアップ企業の特典

インドにおいてスタートアップ企業は「スタート

アップインディア」と呼ばれる政府主導のスキームに

よって様々な利益が享受できる(20)。スタートアップ

企業に認められると，知的財産の面では特許出願費用

の 80％の払戻及び早期審査請求の利益を享受できる。

この利益は外国企業のスタートアップ企業であって

も享受できる。このことは，2017 年特許規則改正によ

り明文化された。

スタートアップと認められるための要件として，外

国事業体の場合，以下を満たす必要がある。

・設立から 7年以内（バイオ関連企業は 10 年以内）

・年間売上高が 2億 5千万ルピー以下であること（売

上高を計算する際，インド準備銀行の外貨基準レー

トが優先する）

申請書は様式 28を用いて必要な証拠と共に提出す

る必要がある（特許規則第 2規則（fb））。

必要な証拠としては，小規模団体と同様に定められ

ていないが，上記要件に該当することを証明できる書

類を提出することとなる。

（２） JETROを活用した中小企業向け知財支援制度

JETRO は主に中小企業を対象に海外進出支援を

様々な面から行っている。知的財産権に関する支援も

特許庁の受託を受けて執り行っている。インド進出に

おいて活用できる JETROの中小企業向け知財支援事

業についていくつか説明する。

なお，これら支援制度はインド以外の国の海外進出
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でも支援対象である。詳しくは最寄りの JETRO及び

JETRO知的財産課に問い合わせて頂きたい。

①外国出願補助金(21)

外国へ特許，実用新案，意匠又は商標の出願を予定

している中小企業等に対し，JETRO及び都道府県中

小企業センター等を通じて，外国出願に要する費用の

1／ 2 を助成している。

②模倣品対策支援(22)

既に海外に進出しており，海外で模倣品被害を受け

ている中小企業者に対して，海外侵害調査，警告状の

作成，行政摘発の実施等について，その費用の 2／ 3

を助成している。

なお，国・地域によって実施できない可能性もある

ので，事前に JETROに相談されたい。

③冒認商標無効・取消係争支援(23)

海外で現地企業から，自社のブランドの商標を冒認

出願された中小企業に対し，異議申立や取消審判請求

など，冒認商標を取消すためにかかる費用の 2／ 3 を

助成している。

④防衛型侵害対策支援(24)

近年では，進出先の国において，悪意のある外国企

業から，冒認出願で取得された権利等に基づき，日系

企業が権利侵害を指摘され，警告状を通知される，訴

訟を提起されるなどのトラブルに巻き込まれるケース

が見られる。

このようなケースで海外企業から警告・訴訟など係

争に巻き込まれた中小企業等に対し，対抗措置にかか

る費用の 2／ 3 を助成している。

５．終わりに

以上，インド知的財産制度の最前線を紹介させて頂

いた。インドの知財情報を知る上で JETRO ホーム

ページに各種調査報告書が参考になるのでチェックす

ることをお勧めしたい。特にインド知的財産研究会

（インド IPG）の各WGが作成している調査報告書は

実態に即しており，お役に立てると考える。

知的財産権のみならず，JETROは税制・規制・一般

概況・政治概況・統計，その他法制度に関する情報提

供だけでなく，インドに精通したアドバイザーによる

コンサルティングや，投資にあたっての貸しオフィ

ス，日本専用工業団地のプロモーション，インドのエ

コシステムを活用したスタートアップ支援など様々な

面から日系企業の進出支援を行っている。日系企業が

海外進出をお考えの際は是非最寄りの JETROをご活

用頂けば幸いである。

筆者は本原稿投稿時でインド駐在 1 年強になるが，

この間に非常に貴重な経験を積ませてもらっている。

この場を借りて出向元である日本弁理士会に感謝を申

し上げる。

なお，本稿は筆者個人の資格で執筆したものであ

り，JETRO として公式見解等を述べたものではない

点ご了承頂きたい。

最後に本原稿作成につき多大なご協力，アドバイス

を頂いた菅原洋平氏（元 JETROニューデリー知的財

産部長）及び武井健浩氏（JETRO ニューデリー知的

財産部長）に感謝を申し上げる。
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